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U n P P Pa a n
an n= 1 21 2L  (6)
または、





















































































































で表される。ここで、anは市場 nの比較優位性弾力性 (すなわち n 番目の市
場の生産の労働量弾力性 )を示していることから、a a an1 2+ + +L は系におけ
る各市場の比較優位性弾力性の合計 (以後、「総比較優位性弾力性」と呼び、
A a a an= + + +1 2 L で表す )を意味している。
 ちなみに、総比較優位性 Aの大きさによって、つぎのケースに分けられる。
ケース (1)：都市化の集積経済効果に対して収穫逓減の 0 < <A n のケースに
おいて、つぎの２つのケースに分けられる。
① 各市場において限界生産力が逓減 ( 0 1< <an )している場合で、0 1< <A
のケース 
② 各市場において限界生産力の逓減 (0 1< <an )も逓増 1£ an もありうる
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場合で、 1< <A n のケース
ケース (2)：都市化の集積経済効果に対して収穫一定の A n= のケース
ケース (3)：都市化の集積経済効果に対して収穫逓増の n A< のケース
 まず上記ケース (1)の①および②についてシミュレーション分析を行うと、
図１から現実の値に近いランク・サイズモデルの係数 b =1 11で、都市化の集
積経済効果 (V)と総比較優位性弾力性 (A)の関係について見ると、都市化の
集積経済効果は系の総比較優位性弾力性が大きいほど比例して大きくなる。な
お、図1は P1 10= 、n = 20、b =1、 0 1£ £A で描かれている。
図1
 図2から、都市化の集積経済効果に対して収穫逓減 ( 0 < <A n )で、かつ各




する。なお、図2は P1 10= 、n = 20、b =0.5、1、2、 0 1£ £A で描かれている。
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 図3から、最大市場 (ランク1の市場 )における労働量 (P1 )が大きいほど、
都市化の集積経済効果(V)は総比較優位性弾力性(A)に大きく比例する。なお、
図3は P1 10= 、P1 12= 、b =1、n = 20、 0 1£ £A で描かれている。
図3
 図4から、各市場の比較優位性弾力性 ( a a an1 2, , ,L )が逓増する場合、都
市化の集積の経済効果 (V)は系における市場の数 ( n )に対して逓増し、総
比較優位性弾力性 (A)に対して急増する傾向が伺える。なお、図4は P1 10= 、
b =1、1 20£ £n 、 0 1£ £A で描かれている。
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ケース (3)では、 n A< が成立している。図5から 20 30< £A においては、都
市化の集積経済効果が急増する傾向にある。とりわけ、ケース (1)の②よりも
ケース (3)の方が都市化の集積経済効果の増加を加速させている。なお、図5
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差がない (b が小さい )ほど、総比較優位性弾力性 (A)が高いほど都市化の
集積の経済効果 (V)はより大きくなる。なお、図6は P1 10= 、b =0.95、1、
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 図8から、総比較優位性弾力性 (A )が高い系において、市場の数 ( n )が
比較的少ないところで都市化の集積の経済効果 (V)がいきなり急増すること





向がある。なお、図9は P1 10= 、b =0.9、b =1、 1 20£ = £A n で都市化の集
積の経済効果 (V)と総比較優位性弾力性 (A)＝市場の数 ( n )の関係が描か
れている。 8
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log . . log
( . ) ( . )
P nn = - -17 728 1 76326 625 5 524   相関係数：0.81  サンプル（産業）数：18









Q P P Pn= + + +1 2 L (1)
から












A農林水産業 B鉱業 C製造業 D建設業 E電気・ガス・水道
57424 5267 981709 261097 116179
F卸売・小売業 G金融・保険業 H不動産業 I運輸・通信業 Jサービス業



















P P P n PP Pn nn1 2 1 2+ + + ³L L (5)
である。ここで、(3)式と (5)式から各産業における生産水準の合計の最小値
が等しいとすると、
2 1 1 2P n PP Pnn= L (6)
で表される。さらに、付表の数値を (6)式の左辺および右辺にそれぞれ代入すると、
2 1P =2372354および n PP Pnn 1 2L =2355162であることから、系における市場の
生産水準の最小値においてそれぞれ比較的近い値であることが伺える。
なお、ここでの都市化の集積経済効果の範囲は、相加相乗調和平均不等式から、

























































( . ) ( . )
P nn = - -15 1 74118 248 3 522   相関係数：0.78  サンプル数：10
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(一松 (2003、第4章 )を参照 ) ただし、この定理は Descartes(1646)、Steiner(1828)およ
び和算家などによっても報告されている。(深川・ダン (1991、p.23)を参照 )
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